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ファイルフォース株式会社の第三者割当増資に対する 

東日本電信電話株式会社との共同出資完了のお知らせ 
 

 

 当社は、ファイルフォース株式会社（以下、「ファイルフォース社」）が実施した第三者割当増資に対して、

東日本電信電話株式会社（以下、「NTT東日本」）との共同による出資を完了しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．背景と目的 

当社は、2019年10月31日付けで公表しました「ファイルフォース株式会社の第三者割当増資の引き受

けに関するお知らせ」をはじめ、ファイルフォース社との資本関係強化とともに協業関係を深めてまいり

ました。そしてこの度、当社DDS事業において中核となるクラウドストレージサービス「Fileforce® For 

Construction（以下、FFC）」の基盤であり、ファイルフォース社の基幹サービスである「Fileforce®」の

開発を推進するため、NTT東日本と共同で出資を行うことといたしました。 

 

ファイルフォース社は、インテルキャピタルをはじめとした多数のベンチャーキャピタルから出資を受

けている中、NTT 東日本は、当社とともにビジネスにおける協業を目的とした、事業会社としては唯一の

出資会社です。NTT 東日本においては、中小企業向けの簡単・セキュアなオンラインストレージサービス

「コワークストレージ」を2021年4月8日より展開しており、その要素技術として「Fileforce®」が採用

されております。NTT 東日本と当社におきましては、共に「Fileforce®」を取り入れており、ファイルフ

ォース社及び「Fileforce®」の発展が両社において、商品・サービスの強化を通じたユーザーメリットの

拡大につながるとの判断から、今回の出資に至りました。 

 

当社は現在、建設ICTの専門企業として、「全国の建設現場の課題を、デジタルデータサービスと測量計

測システムを中心に、身近なサポートで解決する」を経営理念に掲げ、全国に32拠点の営業ネットワーク

を築き、事業を展開しております。 

今後もより一層、ファイルフォース社の技術力・開発力と当社の業界に特化した情報収集力・現場に対

するサポート力をもって、建設業界のICT活用による生産性向上を支援してまいります。 

 

 

２．＜東日本電信電話株式会社 執行役員 ビジネス開発本部長 加藤成晴のコメント＞  

NTT 東日本は地域の未来を支えるソーシャルイノベーション企業として、保有する豊富な通信技術・

アセットにファイルフォースの高い技術力を組み合わせることで、地域のみなさまの課題を解決するサ

ービスの実現に向けて取り組んでまいります。 

 



 

 

３．＜ファイルフォース株式会社：代表取締役CEO サルキシャン アラムのコメント＞  

  NTT 東日本と CTS の両社との協業強化により、お互いの技術と強みを活かし、クラウドストレージを基

点に、国内企業のさまざまな業務のDXを推進するインテリジェントなプラットフォームを実現できること

を確信しております。 

 

 

４．ファイルフォース社の概要                        

（2023年４月12日現在） 

（１） 名 称 ファイルフォース株式会社 

（２） 所 在 地 
東京都千代田区大手町1丁目9-2 

大手町フィナンシャルシティ グランキューブ３F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役  サルキシャン アラム 

（４） 事 業 内 容 ファイル管理クラウドサービスの提供・運営 

（５） 資 本 金 5億4,675万円 

（６） 設 立 年 月 日 2001年３月30日 

(７) 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当該会社は持分法適用会社に該当します。 

本出資完了により、当社の保有する議決権比率は

30.7％となります。 

人 的 関 係 
当社役員１名が当該会社の取締役を兼任しておりま

す。 

取 引 関 係 
当社はファイルフォース社に、クラウドサービス利用

料を支払っております。 

 

 

５．今後の見通し 

  本件が2024年３月期業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、中長期的に当社グループの

業績の向上に多大な貢献をするものと考えております。 

 

以上 


